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1．はじめに

　企業にとって，自社が行う事業範囲を決めることは重要な意思決定の1つで

ある。この点，経営戦略論における全社戦略の議論は，この事業範囲の決定を

扱ってきたということができる。

　実際の企業経営をみると，従来，シナジー効果を期待して，多角化など企業

の事業範囲を拡張させる方向で行われてきた。しかしながら，今日において，

「選択と集中」という言葉が使われているように，事業範囲を再構築すること，

つまり事業範囲を縮小することが求められている。

　一概に事業範囲といっても，垂直方向（価値連鎖上の範囲）と水平方向（参

入市場の数）など様々な方向での伸縮が考えられる。したがって，上言己の2つ

を明確に分けた上で検討する必要がある。

　本研究では，上言己の2つの事業範囲の方向性を区別できること，また市場環

境の影響を大きく排除できることから，日本の製薬企業に限定して，全社戦略

である事業範囲と経営成果との関係を考察する。

　本稿の構成は以下である。次節では，これまでの事業範囲に関する先行研究

を整理・検討していく。第3節で，医薬品産業の概要や各変数の構築など分析

手法を紹介する。第4節で分析結果を示し，検討する。最後に，第5節で議論

をまとめると共に今後の課題を示して結びに代える。

2．先行研究の検討

　企業の事業範囲を考える際には，大きく分けて，垂直方向と水平方向の2つ

がある・垂直方向とは，原材料の調達から販売・流通にいたるまでの流れの中
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で，どの業務を自社内で行い，どの業務を他社に任せるかということである。

一方で，水平方向とは，企業が提供する財・サービスの種類を意味する。以下

では，この2つの方向について検討していく。

2，1　垂直方向に関する議論

　垂直方向に関する議論は，原材料の調達，生産，販売・流通という価値連鎖

（P・縦士，1985）の中で，どの業務を自社が担当し，どの業務を他社に担当させ

るかという重要な選択である。この自社の担当範囲1ヰ，企業の境界という組織

の経済学における重要なテーマでもある（Co。。。，1937；W皿。m．on，1975）。

　企業がある業務を自社内で行うこと，つまり統合のメリットは，技術の経済，

取引費用の経済，未利用資源の経済，情報の経済，独占力と参入障壁である

（青木・伊丹，1990）。一方で，統合の費用は，投下資源の増大，規模の経済を

使えないムダ，情報の硬直性，内部管理上の問題がある（青木・伊丹，ユ990）。

以上のようなメリット・デメリットを考慮して，統合化するか否かを決定する

ことになる。

　この垂直方向に関する研究は，いかなる状況において内部化し，どのような

場合に外部調達するかという問題，どの程度外部調達するかという問題の決定

要因を探求する研究が中心であった（Pi。。no，1990；Ang．nd　Stmb，1998；

G・1・dmdSi・gh，1998；L・ib1・in・ndM皿・・，2003X多くの研究が・主に取引費

用に関する変数を説明変数とした離散選択モデルを用いた実証研究である。こ

れらの研究は，内部化（外部調達）の程度と成果との関係については扱われて

いない。

　もっとも，この垂直方向の範囲と成果との関係に着目した研究も存在する
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は技術的な成果（性能あるいは価格一性能比）との関係を考察したものであり，

わずかにAf・・h（2001）が市場シェアとの関係を考察しているだけである。した

がって，垂直方向の範囲の選択の結果が，企業の経営成果にどのような影響を

与えているかにっいての考察は手薄といわざるをえない・

2．2　水平方向1こついて

　水平方向に関する議論は，事業の多角化として議論されてきた。多角化の経

済的な根拠は，範囲の経済性の享受にある。つまり，複数の財やサービスを単

一企業で生産することで，複数企業で個別に生産される場合に比して，総費用
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が減少する効果を期待している。この範囲の経済性の源泉としては，分割不可

能な固定費の存在や変動投入物の生産性の上昇などがあげられ引

　この多角化と経営成果との関係について，Rum・lt（1974）は，事業問の関連

性の程度によって多角化を分類して実証研究を行った。これによれば，本業・

集約型企業，関連・集約型企業が好業績である一方で，非関連型企業が低業績

であることを示した。

　しかしながら，多角化と経営成果の関係は，Rum・lt（1974）が示したほど単

純なものではなく，様々な要因が影響していることが指摘されている。まず，

環境要因が多角化と経営成果の関係に影響をおよぼすとし，その重要な要因を

市場構造に求める研究が存在する（Ch．i．t．n。。n㎜d　M。。tg．m仁。y，1981）。企業

の収益性は，多角化のタイプや程度によってある程度説明できるが，それ以上

に市場構造（市場集中度，市場シェア，市場成長性）の影響を大きく受けると

いうことである。しかしながら，この研究が意味するのは，多角化戦略の重要

性を否定するものではなく，市場構造がもたらす機会の存在と，それを捉える

企業の能力と戦略の重要性ということである。

　また，戦略間に存在する成果の差は，当該企業の属する産業に大きく左右さ

れることが示されている（Betds　and　H・u，1982）。これによれば，関連・集約

型企業の成果が高いのは，この戦略タイプの企業の多くが医薬品産業に属して

いるからであり，戦略問の違いによるものではないことが示されている。

　さらに，広告宣伝活動や研究開発活動などの競争要因の影響に着目した研究

（Bet七s，1981）では，関連多角化は関連事業問において広告宣伝や研究開発活

動を通じて築いた参入障壁により，好業績を上げていることを示した。

　このような多角化と経営成果との関係に関する研究には，産業要因と競争要

因の2つが影響を及ぼすといえる。

2．3　まとめ

　上言己のように企業の事業範囲と経営成果との関係については，垂直方向につ

いては不十分であり，水平方向にっいてもまだまだ検討すべき余地があるとい

うことがいえよう。そこで，本研究では，多角化研究で指摘されていた産業要

因や競争要因をできうる限りコントロールするため，特定の産業に焦点を当て，

その産業内で活動する企業について考察することにする。なぜならば，特定産

業に属する企業の多くの企業は，ほぼ同程度の産業要因に直面していると考え
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られるからである。

　このために，水平方向．の事業範囲については，従来の多角化研究が想定して

いたものとは異なり修正する必要が生じる。これまでの多角化研究においては，

当然のことながら複数産業にまたがる事業範囲を想定しているが，本研究では

同一産業内に限定されるため，同一産業内のサブカテコリーの活動範囲の程度，

つまり，当該企業がカバーするセグメントの程度が水平方向の事業範囲を表す

ということである。

3．本稿の分析手法

　本研究では，このような事業範囲と企業の経営成果の関係性について，日本

の製薬企業を用いて分析していく。上言己の事業範囲に関して，医薬品産業にお

いてどのように考えるべきかにっいて述べるとともに，経営成果との関係を検

討していく。

3．1　垂直方向について

　医薬品産業は代表的な研究開発集約型産業であり，企業活動の中心は生産で

はなく，研究開発である。したがって，垂直方向の企業の境界について，通常

において想定されている原材料の調達から販売・流通といった流れではなく，

基礎研究から医薬品として承認を取得するまでの流れにおける境界を考えるべ

きである。コ。

　医薬品産業において，新薬の開発成功率は低く（1万分の1），臨床試験や承

認申請には規制が多く大規模な資金も必要であり，医薬品の販売には，医療機

関（医師）との関係性が重要になる。また，バイオテクノロジーの登場は，大

学やベンチャー企業において研究成果が生み出されている。このような状況に

おいて，医薬品関連産業の企業にとって，他企業との連携はメリットの多いも

のになっている。例えば，大企業にとっては，大学やベンチャー企業の最先端

の研究成果，中小企業の研究成果を開発し製品化・事業化するメリットがある。

一方で，大学・ベンチャー企業，中小企業からすれば，規制により複雑な臨床

試験や承認申請手続き，マーケティング活動を自社で行うようにするには，時

間も費用もかかるので，既にそのような活動を行っている企業との提携はメリッ

トがある。実際，日本の製薬企業は欧米企業に比べて提携を多く利用している
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ことが示されている（Pis・no，1990）。

　ここで，本研究の対象としている企業は，日本の大手・中堅製薬企業である

ところ，日本において比較的大きな企業であることから，上言己の提携のうち，

大企業からの視点で考察することが好ましいと考えられる。つまり，当該製薬

企業が販売している医薬品のうち医薬品の種である新規化合物の発祥（オリジ

ン）が自社であるのか，他社・他組織であるのかという視点で考えていくこと

になる。

　したがって，オリジンが自社である割合が高いと自社比率が高くなり，他社・

他組織からの導入品である割合が高いと自社比率は低くなるということになる。

　この自社比率は，以下のようにして求める。各企業が売上に占める自社開発

製品（オリジンから承認申請まで一貫して自社で行われたもの）の売上の割合

を示したものである（自社製品売上／全売上）。これを売上べ一スの自社比率

とする。

　また，自社比率は，各企業が取り扱う医薬品数によっても求めることが可能

である。つまり，各企業の全取扱医薬品数に占める自社開発製品数の割合を示

したものである。これを製品数べ一スの自社比率とする。なお，以下ではこの

2つの自社比率を用いて分析していく。

　ここで本研究の着目する新規化合物の取引についてみると，特許保護されて

おり，物質特許であるため迂回発明は不可能であるから情報を開示することの

リスクは低く，情報の偏在を減少させるから，取引費用を低下させる（小田切，

2002）。また，多くの製薬企業が存在し，またバイオベンチャーも誕生したた

め，少数性に基づく問題も解消された（pi・且n・，ユ990）。したがって，新規化合

物を内部開発するよりも外部調達する方が，不確実な上に多額の研究開発費の

一部を節約できると考えられるので，外部調達の割合が高い企業ほど収益性が

高いと考えられる。つまり，外部調達を好む企業（自社比率の低い企業）の収

益性が高い。

　また，外部調達は，すべてを自社開発する場合に比べて，新薬候補の化合物

の発見する作業を省略して開発に臨めたり，また欧米で承認済みの化合物を国

内承認のための臨床試験を行ったりと新薬開発に関する不確実性を軽減でき，

時間も省略可能であることから，一定期間ごとに新薬を市場に投入することが

できる。したがって，内部開発よりも外部調達の方が，成長性が高いと考えら
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れ乱つまり，外部調達を好む企業（自社比率の低い企業）の成長性が高い。

3．2　水平方向について

　医薬品の市場は，様々な薬効ごとに細分化されている。循環器官用薬，消化

器官用薬，中枢神経用薬……といった大分類があり，その下に，（循環器官用

薬で言えば）強心剤，不整脈用剤，血圧降下剤……といった中分類が存在する。

さらに，中分類の下に，薬の作用・成分などに違いにより小分類が存在する。

ある2つの異なる大分類に属する薬品は，基本的には代替されない。例えば，

消化性潰瘍薬によって，糖尿病が治るわけではない。つまり，「製薬企業は，

『医薬品」という単一市場ではなく，ガン，高脂血症，アレルギー…・・といっ

た，薬効・作用ごとに互いに競合（桑嶋，2006）」している。

　したがって，製薬企業の中には，特定の薬効に特化している企業，様々な薬

効で手広く活動している企業も存在すると考えられる。この薬効領域の違いを

考慮することが製薬企業の戦略を考える上では重要であると考えられる。

　このような各企業が事業展開をする薬効領域の多様性を，ここでは薬効多角

化度と呼び，以下のようにして求める。基本的には，多角化研究（Rum吐，197

4；吉原・佐久間・伊丹・加護野，1981）で用いられている多角化度の指標を

援用している。まず，企業ごとに医薬品の売上高を薬効ごとに整理し，薬効別

売上高を全売上高で除して薬効構成比を求め，その構成比をもとに，薬効ハー

フィンダル指数を求める。この薬効ハーフィンダル指数の平方根をとり1から

引いたものを薬効多角化度とする。つまり，以下のようになる。

　㎜∫＝1一綱
　（YDI：薬効多角化度，YHHI：薬効ハーフィンダル指数）

　この薬効多角化度と経営成果との関係についてみると，まず，収益性との関

係では，既存の多角化研究が集約型の多角化企業の業績がよいと結論付けてい

ることから，薬効多角化度は小さいほうが業績がよいと考えられる。つまり，

様々な薬効の医薬品を提供している企業（薬効多角化度が高い企秦）ほど，収

益性は低くなる。

　次に，成長性に大きく影響するのが市場環境の変化への対応力である。この

点，多くの製品を市場に投入することで，対応力は増し，成長性は高いと考え

られる。つまり，薬効多角化度の高い企業ほど，成長性は高くなる。
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3．2　統制変数

　企業の収益性には，事業範囲以外にも様々な要因が影響を与える。例えば，

上述の多角化研究では，市場構造が経営成果に大きな影響を与えることが示さ

れている。具体的には，成長性の高い産業に属する企業ほど成長性が高い，集

中度が高い市場に属する企業ほど寡占的な状況下であり競合度が低いので収益

性が高い，規模の大きな市場に属する企業ほど規模の経済等が利用できるため

に収益性が高いというととなどが上げられている。まずこの点をコントロール

する必要がある。そこで，市場に関する変数として以下の3つの変数を統制変

数として用いる。

　第一の市場に関する変数は市場成長率である。この市場成長率は，まず各企

業の医薬品売上高の構成比を求め，医薬品の薬効領域ごとの成長率を各企業の

医薬品構成比で加重平均したものを各企業の市場成長率とする。ここで，各薬

効の成長率は，各薬効の生産額を用いて成長曲線Y、二Y口舌甘（Y．：t年次の生産額，

g1成長率）の回帰によるあてはめを行い，それによってえられる回帰係数g

を持って，その薬効の成長率とする。

　第二の市場に関する変数は市場集中度である。この市場集中度は，各企業の

最も売上高の大きい医薬品の属する薬効の上位3製品のシェア合計をもって，

各企業の市場集中度とする。

　第三の市場に関する変数は市場規模である。この市場規模は，各企業の最も

売上高の大きい医薬品の属する薬効の規模をもって，各企業の市場規模とする。

ここで，薬効の規模は，当該薬効の総売上である。なお，市場規模は対数化し

ている。

　次に，統制変数として経営の志向性に関する変数を考える。この経営の志向

性に関する変数とは，企業の投資に関する変数である。ここでは，特に，研究

開発費と広告・宣伝・販促費（以下，まとめてマーケティング費とする）に着

目す孔これらの費用は，会言十処理上営業利益の多寡に影響を与えるものであ

り，コントロールする必要がある。また，これらの変数のうち，企業が将来に

成長することを志向する場合には研究開発費が多額になると考えられ，逆に，

現在の売上ないし利益を重視する場合マーケティング費用が多額になると考え

られる。このような企業の志向性が成果に影響をするか否かについて考察する

こともでき乱したがって，研究開発費が多額な企業ほど収益性は低く，マー
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ケティング費が多額な企業の収益性は高いと考えられる。なお，研究開発費も

マーケティング費も対売上高比率を用いでい乱

　最後に，規模の経済など企業規模が経営成果に影響を及ぼすと考えられるの

で，企業規模の変数を加える。こg企業規模は，各企業の総売上高を用いる。

なお，企業の総売上は，対数処理をしている。

3．3　経営成果に関する変数

　従属変数は経営成果であるから，収益性指標として売上高営業利益率（ROS），

総資産営業利益率（ROA）を用い，成長性指標として売上高成長率，営業利

益成長率を用いる。

　ここで，売上高成長率については，5年間の売上高を用いて成長曲線Y、＝Y。グ

（Y。：t年次の生産額，g：。成長率）の回帰によるあてはめを行い，それによっ

てえられる回帰係数gを持つそ，その企業の売上成長率とする。

　営業利益成長率については，計測期間中に営業損失を計上している企業が存

在するため，成長曲線による当てはめはできなかった。そこで，前年比の5年

平均を用いている。

3．4　データ

　自社比率，薬効多角化度の算出に必要となる各企業の医薬品の売上高は，国

際商業出版『製薬企業の実態と中期展望』に記載された「医薬品売上ランキン

グ」を用いている。ただし，この売上高ランキングは，全ての薬効，薬品につ

いて記載されているわけではなく，このランキングにランクインした医薬品に

限定されていることに留意していただきたい一別。

　薬効多角化度の算出に必要な医薬品の分類については，原則として『日本標

準商品分類』の「医薬品の項」で分類されている薬効とす乱ここでは3桁分

類番号を用いている。

　分析対象企業としては，一般に医療用（医家向け）の大手主要企業，中堅企

業といわれる企業が中心である。しかし，全てを対象とすることができなかっ

た。分析対象となる企業は以下である。大手主要企業として，工一サイ，小野，

三共，塩野義，第一，大日本，武田，田辺，中外，万有，藤沢，山之内の計12

社である。中堅企業として，科研，キッセイ，セリア，富山化学，日研化学，

日本新薬，持田の計7社である。その他，他産業からの参入企業，一般薬企業

の企業として，協和発酵，日本化薬，大正，大鵬の計4社である。したがって，
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合言十23社を分析対象企業としている。

　各企業の財務データについては，『日経NEEDS』を利用してい引

　分析対象期問は，1977年～2002年の25年間を対象としている。なお，医薬

品の売上高が期間を通じて入手できなかったため，5年間隔で77年，82年，

87年，92年，97年，2002年について自社比率，薬効多角化度を求める。した

がって，データは5年間隔のパネルデータである。以下の分析においては，個

別効果，時間効果ともに固定したパネル最小二乗法を用いて分析している。

4．分析結果

4．1　変数間の相関について

　変数間の相関については，表1にまとめられている。これによれば，2つの

自社比率（売上べ一スと製品数べ一ス）の相関が，O．79と高い。それ以外の変

数間には高い相関はみられず，変数の取り方として問題はないと考えられる。

したがって，多重共線性を回避するために，2つの自社比率はそれぞれ別のモ

デルとして分析を行っていく。

　　　　　　　　　　　妻1基本統計量と相関係数

変数
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4．2　分析結果

　分析の結果は，収益性については表2，成長性については表3にまとめられ

ている。

4．2．1　収益I性について

　収益性に関しては，式1・式2でROSとの関係を，式3・式4でROAとの

関係を分析している。まず、式1についてみると，売上べ一スの自社比率がプ

ラスでユ％有意であり，売上べ一スの自社比率が高いとROSは高くなる。一

方で，薬効多角化度はマイナスで5％有意であり，薬効多角化度が高いとROS

は低くなるといえる。市場環境に関する変数をみると，市場成長率がプラスで

10％有意であり，市場成長率が高いとROSが高くなるといえる。一方で，研

究開発費比率が高いと，ROSは低くなることが1％有意で示されたが，マーケ

ティング費とROSとの関係については有意な結果が得られなかった。

　次に，式2についてみると，式1とほぼ同じ結果が得られた。ただし，製品

数べ一スの自社比率とROSとのプラスの関係性は，5％有意水準であり有意性

がやや低下している。

　　　　　　　　　　表2　パネル分析結果（収益■性）

式1 式2 式3 式4
ROS ROS ROA ROA

定数項 一1．24 一1．13 一0．12 一0．09

（一4．83畑＊ （→．25）＊料 （一α62） （一〇．42）

売上・自社比率 O．O≡； 0．06
（2．66）料＊ （2．55）赫

製品数・自社比率 0．08 0．03
（2，13）＊＊ （1．11）

薬効多角イビ度 一〇一15 一〇．16 一0－14 一0－13

（一2．55）料 （一2．58）料 （一2．95）＊料 （一2．78）＊＊＊

イド当‡目上首⊥一｝’山　一＾

O．13 O．12 O．03 O，02

（5．73）料＊ （5．11）＊料 （1．45） （1．18）

研究開発費 一0．72 一〇．70 一〇．79 一〇．77

（対売上高比率） （一3．07）料＊ （一2．96）＊料 （一4．33）＊淋 （一4－12）＊＊＊

マーケティング費 0．18 0．28 0．02 0．15

（対売上高比率） （0．85） （1．41） （α10） （α93）

市場成長率 O．12 O，12 O．10 0．10
（1．83）＊ （1．73） （1．62） （1．65）

市場集中度 一0．01 一〇．01 O．02 O．01

（一〇．31） （一〇．21） （α41） （0－47）

市場規模 O．00 一〇．01 0．00 O．00
（一〇．39） （一〇．55） （一α22） （イ．31）

サン　」レ数 132 132 131 131

R2 O．66 O．66 0．55 0．52

∩1R　　　　　　　　∩1， ∩nR　　　　　　　　ΩΩ9

紳峠は1％、料は5％、＊は1O％でそれぞれ有意。

カッコ内の数値はt値
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　そして，ROAとの関係を分析した式3・式4の結果は，ほぼROSと同じで

ある。まず，式3についてみると，売上べ一スの自社比率がプラスで5％有意

であり，売上べ一スの自社比率が高いとROAは高くなる。一方で，薬効多角

化度はマイナスで1％有意であり，薬効多角化度が高いとROAは低くなると

いえる・市場環境に関する変数をみると，有意な結果は得られなかっ㍍研究

開発費比率が高いと，ROAは低くなることが1％有意で示されたが，マーケ

ティング費とROAとの関係については有意な結果が得られなかっ・た。式1

（ROS）との違いは，自社比率の有意水準が低下した一方で，薬効多角化度の

有意水準は向上したこと，市場成長率の有意性が喪失したことがあげられる。

　次に，式4についてみると，製品数べ一スの自社比率とROAの問には有意

な関係性はみられなかった。薬効多角化度は，マイナスで1％有意であり，薬

効多角化度が高いとROAは低くなるといえ乱市場環境に関する変数をみる

と，有意な結果は得られなかった。研究開発費比率が高いと，ROAは低くな

ることが1％有意で示されたが，マーケティング費とROAとの関係について

は有意な結果が得られなかった・式2（ROS）との違いは，自社比率の有意性が

喪失しナこことである。

4．2．2　成長性について

　成長性に関しては，式5・式6は売上成長率との関係，式7・式8は営業利

益成長性との関係について分析したものである。まず，式5についてみると，

売上べ一スの自社比率も薬効多角化度も売上成長率との間に有意な関係性はみ

られなかった。また，経営志向性に関する変数も売上成長率との問に有意な関

係性はみられなかった。市場に関する変数の市場成長率だけが，唯一5％有意

でプラスの関係がある。つまり，企業の売上成長率は，当該企業の属する市場

の成長性に大きく左右されることが示唆される。

　次に，式6についてみると，式5の結果とほぼ同等であり，製品数べ一スの

自社比率も薬効多角化度，経営志向性に関する変数も売上成長率との間に有意

な関係性はみられなかっ㍍市場に関する変数の市場成長率だけが，唯一5％

有意でプラスの関係がある。

　営業利益成長性に関して，まず，式7についてみると，売上べ一スの自社比

率も薬効多角化度も営業利益成長率との問に有意な関係性はみられなかっ㍍
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表3　パネル分析結果（成長性）

式5 式6 式7 式8
売上成長率 売上成長率 利益成長率 利益成長率

定数項 一066 一0．65 O．58 O．75

←3－10梓淋 （→．96）料＊ （α68） （σ87）

売上・自社比率 α03 0．06
（1．00） （α55）

製品数・自社比率 O．01 O．12
（O．38） （α99）

薬効多角化」度 一〇06 一0－06 O．06 0，04
（一1．18） （一1．12） （033） （α22）

企業規模 α07 0．07 O．00 一〇．06

（354）料＊ （3－38）＊料 （一〇一59） （一α78）

研究開発費 一Q18 一0．17 一2．69 一2．70

（対売上高比率） （一〇．93） （一〇．88） （一349）料＊ （一3．51）＊料

マーケティング費 一σ06 O．OO O．57 0．51

（対売上高比率） （一026） （一α02） （Q82） （α79）

市場成長率 α16 〇一16 0．12 0．09

（244）＊＊ （2．45）＊＊ （α54） （α43）

市場集中度 Q01 O．02 O．06 O．07
（0－44） （O－46） （049） （α53）

市場規模 αoo O．00 一0．01 一0．01

一〇．33 一〇．36 082 一〇．42

サン　」レ 131 131 132 132

R2 0，67　　　　　　　　　　0．67 O．17　　　　　　　　　0．17

榊＊は1％、料は5％、＊は1O％でそれぞれ有意。
カッ：1内の数値はt値

また，市場に関する変数も営業利益成長率との間に有意な関係性はみられなかっ

た。経営志向性に関する変数の研究開発費比率だけが，唯一ユ％有意でマイナ

スの関係がある。ここで，営業利益成長率との関係がマイナスなのは，当該企

業が研究開発費比率を高めると，その分営業利益が減額されるからである。

　次に，式8についてみると，式7の結果とほぼ同等であり，製品数べ一スの

自社比率も薬効多角化度，市場に関する変数も営業利益成長率との間に有意な

関係性はみられなかった。経営志向性に関する変数の研究開発費比率だけが，

唯一1％有意でマイナスの関係がある。上述のように，これは当該期間に多額

の研究開発投資を行えば，営業利益は低く算出されるため当然の結果といえる。

4．3　結果のまとめ

　本研究の分析結果から，各変数と経営成果との関係性については簡略化して

表4にまとめてあ乱このことから以下のようなことがいえよ㍉
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表4　結果のまとめ

ROS ROA 売上成長率 利益成長率
売上べ一ス白キ壮ヒ単 十1％ 十5％
製品数べ一ス自社比率 十（5％）

薬効多角化度 一（5％） 一（1％）

企業規模 十1％ 十1％
市場成長率 十（10％） 十（5％）

市場集中度

市場規模
研究開発費比率 一（1％） 一（1％） 一（1％）

マーケティング費比率

　第一に，自社比率や薬効多角化度など事業範囲という全社戦田谷に関する意思

決定は，企業の収益性に大きな影響を及ぼすと考えられる。しかしながら，第

二の点として，事業範囲自体は企業の成長性には影響しないということができ

よう。成長性に大きく影響するのは市場成長率であることから，成長可能性の

高い市場に属することが重要である。したがって，そのような市場に参入する

という意味における事業範囲の選択が重要ということができよう。

5．まとめ

　本研究は，企業の事業範囲と経営成果との関係について，日本の製薬企業を

用いて実証的に研究してきた。分析の結果から示唆されることは，事業範囲の

うち，垂直方向に関しては，自社で行うことが収益性にとってプラスであり，

水平方向に関しては，範囲が狭いほうが収益性にとってプラスであるというこ

とである。成長性に関しては，事業範囲というよりも，成長可能性の高い市場

を予測し，そこに参入することが重要である。

　本研究は，全社戦略の効果に関して実証的に分析したものである。しかしな

がら，本研究は，経営志向性に関する変数（研究開発費比率やマーケティング

費比率）は，投資してすぐに効果が現れるというよりも，時間を置いてから効

果が現れるとも考えられる。したがって，これらの効果を分析するためには，

その点を考慮した分析が必要であ乱また，本研究は，単一産業について扱っ

たものであり，他産業においても追加的に検討する必要があると考えられる。
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